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第１章 はじめに～調査の背景とねらい 
 

国際競争の激化、産業構造の変化、IT 革命の進展、そのなかで企業が進めている経営戦略の再

構築と内部管理体制の再編など、労働者（従業員）を取り巻く環境は大きく変化しつつある。そ

の結果、市場と企業が「労働者（従業員）に求めること」は確実に変化してきている。 

そのため、これからの企業の人事管理を考えるにあたって、企業は一方で「従業員にどのよう

なことを期待しているのか」を明確にした上でそれを従業員に知らせ、他方では「従業員は何の

能力やどの程度の意欲を持っているのか」を正確に把握することが必要である。これを従業員の

側からみると、企業が「従業員に期待する役割」を知り、他方では「従業員の持っている能力や

意欲」を明確にした上で、それを会社に知らせることが必要になってくる。さらに、従業員の最

適な能力開発とキャリア開発、配置や異動（昇進）を計画するのは、「企業の従業員に期待する

役割」と「従業員の持っている能力や意欲」を把握した上で、企業あるいは従業員個人が行う計

画を支援する機能が必要になる。 

そうなると、「企業の従業員に期待する役割」を従業員に「知らせる仕組み」、「従業員の持

っている能力・意欲」を「知る仕組み」、さらには配置・異動（昇進）・能力開発・キャリア開

発の計画を支援する「マッチングの仕組み」の 3 つの人事管理上の装置が不可欠になり、それら

が適切に設計され、有効に機能しているか否かによって、個人の配置や異動（昇進）、能力開発

とキャリア開発、が大きな影響を受けることになる。 

こうした仕組みは、企業にとって 60 歳代前半層を戦力化し、高いパフォーマンスを上げてもら

うためには必要不可欠である。と同時に、60 歳代前半層にとっても、65 歳以上も働き続けていく

ためにも必要である。 

それは、企業が 60 歳代前半層に期待する役割が現役時代（59 歳以下）と変わることと、60 歳

代前半層自身にとっても、多くの企業が採用している定年年齢である 60 歳時点を契機として、働

く意識や意欲も変わるからである。 

以上のような観点に基づいて本調査研究では、第一に、『人事制度と雇用慣行の現状と変化に

関する調査研究（第一次報告書）－60 歳代前半層の人事管理の現状と課題』の「60 歳以降の従業

員に関する人事管理」に関する企業アンケート調査を利用して、60 歳未満の正社員との継続性を

意識した人事管理を整備している企業は、どのような方針（60 歳前半層の活用のための推進体制）

を持ち、現役正社員（60 歳未満の正社員）に対する 60 歳以降の職業生活を考えてもらうための支

援施策を行って 60 歳代前半層の活用を進めている企業であるのか、第二に、①企業は 60 歳代前

半層に求める働き方や期待する役割を明示し、それを 60 歳代前半層に伝える仕組み、②60 歳前半

層の働き方に対する希望や意欲を会社に知らせる仕組みを、③企業と 60 歳前半層の両者を的確に

結びつける仕組み（「知らせる仕組み」・「知る仕組み」・「相談・支援する仕組み」）が 70 歳

までの雇用を推進することにもつながるのか、を明らかにすることを目的としている。 

本調査研究では、こうした目的にそって、既存アンケート調査の再分析、アンケート調査と事
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第２章 60 歳代前半層活用のための推進体制・施策と人事管理の整備状況 
 

『人事制度と雇用慣行の現状と変化に関する調査研究（第一次報告書）－60 歳代前半層の人事

管理の現状と課題』の「60 歳以降の従業員に関する人事管理」に関する企業アンケート調査の再

分析から明らかにされたことを整理すると以下のようにまとめることができる。 

現役正社員との継続性を意識した人事制度（「社員格付け制度」及び「社員区分制度」）を整

備している企業は、どのような方針を持って 60 歳代前半層の活用を進めている企業であるのかに

ついてみると、第一に、方針の明確化（「会社にとって高齢者が戦力であるという方針をもって

いる」）と社員の理解促進（「高齢者が会社にとって戦力であることを社員が理解している」）

の 2 つの施策が「現役正社員との継続性を意識した人事制度」の整備を進める効果をもっている。

これに対して、高齢者雇用に対する経営者の認識（「高齢者活用が時代の要請であることを経営

者が認識している」）の効果は小さい。第二に、現役正社員に 60 歳以降の職業生活を考えてもら

う場（「60 歳以降の職業生活へのサポート」）を多く用意することと人事制度の整備状況との間

には密接な関係がある。 

60 歳代前半層を対象とした人事管理が良好な高齢者雇用パフォーマンスを上げるには、60 歳代

前半層を活用するとの方針を明確にし、それを現役正社員のなかに浸透させることが重要である。

これを基本にしたうえで、60 歳代前半層に対して現役正社員と異なる人事管理を採用する場合に

は、現役正社員との人事管理上のギャップが大きいため、60 歳代前半層の活用方針を明確（活用

のための推進体制を整備）にし、それを 60 歳代前半層と現役正社員に浸透させるための支援施策

や「なぜ人事管理が変化するか」を 60 歳代前半層に納得してもらうための支援策を強化する必要

がある。つまり、現役正社員（とくに、45 歳以上の正社員）を対象にして、「従業員に期待する

役割」を「知らせる」仕組み、②「従業員の能力・意欲」を「知る」仕組み、③「従業員の働き

方」を「相談・支援する」仕組み、を導入・拡充していく必要があると考えられる。 

 

 

 

例調査が行われ、その結果は第Ⅱ部及び第Ⅳ部で詳細に分析されている。ここの第Ⅰ部の第 2 章

から第 10 章では、第Ⅱ部から第Ⅲ部第 4 章までに明らかにされた主要な再分析結果及び調査結果

を、第 11 章では、第Ⅲ部第 5 章で得られた主要な分析結果を整理したうえで、「70 歳までの雇用」

を実現するうえで、企業と従業員がとるべき政策の方向を提言している。 
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